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さまじめに   

近年グローバリゼーションが急速に進展し、大量のモノ・ヒト・資本が国際間を自由に  

移動する時代が到来している。国際的経済活動の中心である貿易の面において、GATT／WTO  

体制の下で世界規模での自由貿易化が目指されてきた。しかしその一方で、特定の国家間  

で結ばれるm（地域貿易協定）を中心とするリージョナリゼーションの動きもまた活性  

化している。  

1958年に欧州経済共同体（EEC）の成立を決めたローマ条約に端を発するmは、90年  

代に入ると急速に拡大し、2006年6月現在、148件ものmが締結されている（表A参  

照）6。また締結数の増加に伴ってその経済的規模もまた急速に拡大している。実際、世界  

全体の貿易に占めるFTA締結国の貿易額は全体の65％を占めている（表B参照）。   

こうしたFTA拡大の誘因としてまず挙げられるのは、GATT・WTO体制の行き詰まりで  

ある。1995年に設立されたWTOは多角的貿易自由化の実現を目指して議論が進めてきた  

が、加盟国数の増加や、発展途上国と先進国間の利害の対立によって、多国間での合意形  

成が長期化し、その実現は極めて困難な状況になりつつある。それに対しFTAは経済的利  

害の一致する国同士で交渉されるため、比較的容易に合意に達しやすい利点を持っている。   

また、FTA締結誘因としてさまざまな経済的効果が存在し、一般に静態的効果・動態的  

効果に分類される。静態的効果としては、貿易創出効果、貿易転換効果、交易条件効果が  

挙げられる。動態的効果は、市場拡大効果、競争促進効果となっている。7したがって、こ  

うしたWTOを巡る厳しい現状とmの経済効果から鑑みても、今後もmが増加してい  

く可能性は高いと言えるだろう。   

反面、mには懸念されるべき問題点も存在する。m締結国同士の利害ばかりが注目  

され、FTA域外国に与える経済的影響がほとんど考慮されていない点である。   

果たしてmは域外国に対しどのような影響を与えるのだろうか。   

地域貿易協定（Rn如が域内国、域外国の厚生に与える影響について考察した論文の中で、  

Kemp・Ⅵ砥n（1976）は、域外国の厚生を下げずに全ての国にとって必ずパレート改善とな  

る関税同盟のスキームについて初めて言及した。このKemp・Ⅵlnek・Obyama・Ⅵ私n定理を  

FTAへ拡張した条件が、Obyamaヤan喝a血・Ⅹri血na条件である。   

これらをみたすmが形成されれば、最終的には世界が一つのmすなわち世界規模  

の自由貿易が達成されることとなるだろう。   

しかし世界規模でパレート改善となり得るmへのこうした試みは現実には全く見られ  

ない。鼠emp・Vhnek・Ohyama・恥n定理は域内国・域外国の厚生を下げない唯一のスキーム  

であるから、この定論を充たしていない現実のFでAは域外国の厚生は下げているのではな  

6wTOホームページ払妙：〝附WWWtO．0！感掲載  

7浦田（2002）を参照  
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いかという仮鋭が立てられる。   

したがってこの論文では実際に締結されたmが域外国に対しどのような影響を与える  

のかについて考察する。   

本論文の構成は以下の通りである。まず第1章では、Eemp・Ⅵlnek・Ohyama・Ⅵ払n定理、  

0わyama・Pan喝aria・鮎isbna条件について説明し、これらの概念について整理する。第2  

章では、日本を域外国として設定し、他国間でのFTA形成による影響を実証的に検証する。  

第3章では、第2章を受けて、日本の事例から考えられるmの域外国への影響を考察す  

る。  

第1章 E8mp・恥血定理をめぐって  

1．1鮎mp－Ⅵm慮・Oby乱ma・Ⅵhn定理の基本的モデル   

本節では、パレート改善的な関税同盟の存在を証明したKemp・Ⅵlnek・Obyama・Ⅵ私n定  

理を3国1財モデルを用いて説明する。グラフ、検証方法ともに遠藤（2005）を参考とした。   

この定理はEemp（1964）、Ⅵlnek（1965）によって提案され、Obyama（1972）、鮎mpamd  

W五n（1976）によって一般均衡モデルを用いて証明された。   

国Aと国Bは同盟形成前において、当該財に対してそれぞれ一定の従量関税ちとちを  

課しているとする。当該財の価格を1とすると、国A、国Bの国内価格はそれぞれ  

1＋ち，1＋ちとなる。国Aと国Bは共に当該財を国Cから輸入し、その輸入量はそれぞれ  

〟。，C。一方。となる（図1・1参照）。ここで国Aと国Bが関税同盟を形成し、総輸入量が同  

盟前の〟0＋Co－∬。と等しくなるような域外共関税ア＊を設定する。r＊の下での国AとB  

の輸入量をそれぞれ 叫，Cl一方1とすると、総輸入量は不変であるから、  

叫－〟0＝（ズ1一方0）＋（Co－Cl）となる。   

同盟前において、国Aの国内価格は国Bの国内価格を上回ることから、初期均衡では国  

AはBよりも消費の限界便益と生産の限界費用が高いので、消費の一部が国Bから国Aに、  

生産の一部が国Aから国Bにそれぞれ移る。共通関税下では共通の域内価格が設定される  

ので、域内の限界便益・限界費用が全て均等になる。これによって同盟国全体の厚生は増  

加する。   

このことを図1・1を用いて確落しよう。国Aの厚生変化についてみると、消費者余剰は  

a＋d増加し、関税収入は締結前はa＋b＋eだったのが締結後はb＋e＋e＋fと変化するので、国  

A全体の厚生変化分はd＋e＋fの増加である。一方国Bの厚生変化についてみると、消費者  

余剰はb＋e＋計i＋j＋1＋0減少し、生産者余剰はb＋軒軒i増加し、関税収入は締結前はk＋m＋p  

だったのが締結後は1＋mと変化するので、国B全体の厚生変化分はj＋k＋0＋pの減少である。  

i十j＋k＋n＋0＋p＝e＋fであるから、国Aの厚生増加分が国Bの厚生減少分をd＋i＋n上回るので、  

同盟国全体での厚生が増加していることが確認される。  
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く国A＞  

消費者余剰a＋d  

関税収入 b＋¢＋e＋r（a＋b＋d＝e＋チa  

＝∋国A全体：d＋e＋f  

＜国B＞  

消費者余剰－（b＋帥計i＋汁1＋0）  

生産者余剰b＋e＋g＋i  

関税収入1＋m・（k十m＋p）＝1・k・p  

⇒国B全体：・G＋k＋0＋p）  

くm全体＞  

d＋e＋瑚＋k＋0＋p）＝d＋i＋n  

このモデルでは国際価格は同盟前後で一定であるので、域外国Cにとっての財の輸出価格・  

輸出量とも一定であるから、国C の厚生は同盟前後で変化しない。この  

鮎mp｛Ⅵlnek・0もyama・Ⅵねn定理によって、域外国を含め、全ての国の厚生を下げることな  

く通貨同盟を形成できることが初めて示された。  

1．2 01Ⅳam乱－P乱na面色・熟血血眼条件   

正emp－Ⅴ姦nek・Ohyama・Whn 定理 を FTA に適用・拡張 し た も の に  

Obyama・Pana卵・r如一馳isbna条件があ卑。大山（1999）並びに Obyama（2002）、  

Pan8噂ariyaandErishna（2002）によって証明された。   

すなわち、Obyama・Pan喝adya・K血bna条件とは、  

『mを締結し、域内貿易障壁を除去して、域内各国それぞれの域外貿易ベクトルを、協  

定締結前後で一定とするような対域外関税を調整する。そして、適切な域内所得移転が行  

われるならば、域内各国の厚生は改善し、域外各国もまた少なくとも厚生は悪化しない。』  

というものである。   

Eemp・1ねnek・Obyama・Ⅵ砥n定理では対外共通関税が設定される関税同盟を考察対象と  

していたため、関税同盟全体での域外貿易量を一定としていた。しかし、  

Ollyama・Pan喝鮮iya一正risbna条件では、域内各国は独自の対外関税率を設定できるm  

について考察しているため、各国の域外貿易ベクトルを一定として条件づけている。   

Kemp・Vinek－Ohyama・Whn定理と同じ図を用いて、Ohyama・Panagariya・Krishna条件  
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を確認する。（図l・l参照）   

m締結前では国A、国Bはそれぞれ国Cより、Mo、Co－Ⅹ0を輸入している。条件よ  

り、締結後も域外国Cからの輸入量を一定とする。協定締結後、国A、国Bそれぞれが異  

なる域外関税を設定したとしても、長期的に見ると国Aと国Bの間で裁定取引が行われる  

ことにより、両国における価格は裁定価格1＋T☆となる。この価格の下で、国Aは価格の下  

落により輸入需要が増え、総輸入量はMoからMlとなる。国Cからの輸入量は一定なので、  

その内訳は国CよりMo、国BよりMl・Moとなる。一方国Bでは、価格の上昇により需要  

が減って総輸入畳もCo・Ⅹ0からCl・Ⅹ1へと下落する。しかしながら、条件より域外国Cか  

らの輸入量はCo・Ⅹ0のまま不変とせねばならないため、その減少分は国Aに対する輸出と  

いう形で補われる。したがって、国Bは国C より Co・Ⅹ0を輸入し、国Aに対して  

（Co・Ⅹ0）イCl・Ⅹ1）＝（Co・Cl）・（Ⅹ0・Ⅹ1）を輸出することになるム 以上からMl・Mo＝（Co・Cl）－（Ⅹ0・Ⅹ1）と  

いう等式が成り立つ。   

この動きを厚生の面から見る。国Aは価格の下落によって消費者余剰がa＋d増加し、逆  

に、締結前a＋b十Cであった関税収入は、締結後b＋cへと減少する。したがって国A全体で  

の厚生はd分増加する。一方国Bでは、価格の上昇によって消費者余剰はb＋e＋g＋i十汁1十0  

分減少し、生産者余剰はb＋e＋g＋i増加する。関税収入は、締結前はk＋m＋pであったが、締  

結後i＋j＋k＋1＋m＋n＋0＋pへと増加する。したがって国B全体ではi＋n分増加する。ゆえに  

m全体ではd＋i＋n厚生が増加している。   

＜国A＞  

消費者余剰  a＋d  

関税収入   （b＋e）・（a＋b＋d＝・a  

＝＞国A全体：a＋d－a＝d  

＜国B＞  

消費者余剰  －（b＋e＋g＋i＋j＋l＋0）  

生産者余剰   b＋e＋g＋i  

関税収入   （i＋j＋k＋1＋m＋n＋0＋P）－（k＋m＋P）＝i＋j＋1＋n＋0  

⇒国B全体：一（b＋e＋g＋i＋j＋l＋0）＋（b＋e＋g＋i）＋（i＋j＋1＋n＋0）＝i＋n   

＜m全体＞  

d＋i＋n  

以上から、締結国の域外貿易ベクトルを固定したことによって、域外国の厚生は少なく  

とも下がらず、かつ、m全体の厚生は増加していることが示された。ゆえに  

Obyama・Pana㌍r如・馳isbna条件によって、全ての国にとってパレート改善的なmの  

存在が理論的に証明されたといえる。  
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1・3 鮎mp・Ⅵmek・0】wama－W血定理の可能性   

Eemp・協nektOhyama・鞄n定理、Obyama・Pan昭a卸a一正正shna条件によって、同盟・  

協定締結前の域外貿易の水準を維持し続けるような関税が設定されれば、貿易転換効果に  

よる域外国への負の影響を打ち消すことができると理論的に証明された。すなわち、すべ  

ての国々にとって、特に域外国に対してもパレート改善となる特恵貿易協定は、協定締結  

前後において域外国との貿易量を固定する必要があることを示している。   

しかしながら、これらの定理を現実の関税同盟・m締結において実現するためには多  

くの困難が存在する。   

①締結前後で域外貿易量・ベクトルを一定とするような対外関税の調整  

・財の価格は常に変動しているため適切な関税率の設定が難しいこと  

・様々な財に対して個別に関税率を決定することになり、実務上の障害とさえ  

なり得ること   

②適切な域内所得移転スキームの構築  

・域内国間での利害の対立によって実現は困難であること   

そのため、これらの定理・条件が実際の特恵貿易協定の締結において適用された例はな  

い。だが、パレート改善的な協定形成に向けた一つの指針、達成日標として有益なもので  

あることは確かである。   

次章では、実際の域外国締結が、どのような影響を与えているかについてみるために、  

日本を例にとって、分析を行う。  

第2章 日本の例から見る他国間のFTA形成が域外国に与える影響   

第1章では、鮎mp・Ⅶnek・Obyama・Ⅵ払n定理、Ohyama・Pan喝adya・Eri血na条件によ  

って、同盟・協定（以下、簡単のためmとする）締結前の域外貿易の水準を維持し続け  

るような関税が設定されれば、貿易転換効果による域外国への負の影響を打ち消すことが  

できると理論的に証明した。しかし、現実の世界では、m締結前後で域外貿易の水準を  

維持するようなことは考慮されていない。そこで、この第2章では、mは実際に域外国  

負の影響を与えているのか、日本を域外国に設定し、貿易的な側面から分析していく。  

2．1 分析方汝   

域外国に対する影響は、その厚生の変化で分析することが望ましいが、厚生を測る指標  

は非常に多岐にわたり、それを数値化することは非常に困難である。したがって本論文で  

は、域外国に対する影響を、域内国に対する貿易量の増減を調べて、分析することにする。  

具体的には以下の通りである。  
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①1989年から2005年までに締結されたFTAを取り上げる。  

②域外国（日本）の、FTA締結前年度の対域内国輸出額上位10品目8に関して、締結前後  

の年での増減9を調べ、その品目数を数える。   

ここで、1989年からというのは、1988年以降の貿易統計しか獲得できなかったため、F  

TA締結の前年度の輸出額上位10品目を調べるには1989年以降のFTAに限られるため  

である。また、2005年までのFTAというのは、2006年の貿易統計は未定なので、その増  

減は測れないことによる。そして、同じ国が様々なFTAを締結している場合は、そのそ  

れぞれに対して、輸出額の変化を調べた。したがって、4回FTAを締結した国の増減品  

目数の和は40になる。  

2．2 全体から見た日本への影響   

2．1の手法で分析を試みると（表2十1）のような結果が得られた10。   

世界全体で考えたときに、単純に品目数の変化で見ると、減少している品目がやや目立  

つが、増減がほぼ同じ値を取っている。つまり、mの締結が域外国である日本の輸出額  

に貿易転換効果による負の影響を与えているとは考えにくい。しかし、これは単純に品目  

数で見ただけであるので、そのことでmは域外国に負の影響を与えていないと結論付け  

ることは不可能である。   

ここで、7つの地域を④ヨーロッパ（EtJは除く11）・中東・アフリカ・オセアニア・中南  

米、⑧アジア、⑥北米の3つのグループに分類して12、mが日本に与える影響の程度に  

8品目の分類方法私財務省・貿易統計の分類、概況晶上位3桁による  
910％以上のプラスを増加、5～10％のプラスを微増、5％以内の変化を不変、5～10％の  
マイナスを微減、10％以上のマイナスを減少と定義する。  

10各グループの増減品目数の総和が10の倍数にならないのは、国によって、10品目の取引が  
ない場合が存在するためである。  

11野Uの前身であるECは1958年1月1日に関税同盟を発効し、域内の結束は強固であり、近  
年の日本の貿易構遭に与える影響は小さいものと考えたので、ここでは除外した。  
12各グループの構成国は以下の通りであり、分類は外務省HPによる。  
ヨーロッパ‥・アルバニア・アルメニア・ウズベキスタン・ウクライナ・カザフスタン・グルジ  

ア・クロアチア・スイス・トルコ・ノルウェー・ブルガリア・ボスニアヘルツェ  

ゴビナ・ルーマニア・ロシア（計14カ国）  

中東・‥イスラエル・イラン・ヨルダン・レバノン（計4カ国）  

アフリカ・‥エジプト・エチオピア・エリトリア・ガーナ・ガボン・ガーボベルテ・カメルーン・  

ガンビア・ギニア・ギニアビザウ・ケニア・コートジボワール・コモロ・コンゴ共和  

国・コンゴ民主共和国・ザンビア・シエラレオネ・ジブチ・ジンバブェ・タンザニア・  

スーダン・スワジランド・セイシェル・赤道ギニア・トーゴ・ 中央アフリカ・チュニ  
ジア・チャド・ナイジェリア・ナミビア・ブルキナファソ・ブルンジ・ペナン・ボツ  

ワナ・マダカスカル・マラウイ・南アフリカ共和国・モザンビーク・モロッコ・モー  

リシャス・リベリア・ルワンダ（計42カ国） 

アジア・‥インド・インドネシア・韓国・カンボジア・タイ・中国・ネパール・パキスタン・バ  

ングラデシュ・フィリピン・ブータン・ブルネイ・ベトナム・マレーシア・ミャンマー・  

ラオス（計17カ国）  
オセアニア・‥オーストラリア・ソロモン諸島・バヌアツ・パプアニューギニア・フィジー・モ  
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ついて考えてみる。   

④のグループの構成国は日本の輸出相手国上位10カ国に含まれておらず、地理的にも密  

接な関係があるわけでもなく、政治的なっながりも強い国でない。つまり、日本の貿易相  

手国としては比較的に小国ということができ、このような国々は、短期で貿易量の変動が  

置きやすいということがいえる。したがって、表中に見られるような増減はmによる要  

因も存在するかもしれないが、増加と減少の割合がほぼ同じであるということからも、そ  

の他の要因に拠るところが大きいのではないかと考えることができ、これらの地域のデー  

タからmが日本に与える影響を考えることは不可能である。   

次に⑧グループのアジアに関してだが、アジアは④グループとは異なりあまり麿化して  

いない品目が多く、かつ、減少している品目が少ない。まず、不変の品目が多いことにつ  

いてだが、これは日本の輸出相手国上位10位に含まれるタイ・マレーシアなどが、アジア  

の構成国であることに起因している。減少が少ないのは、その原因を中国と韓国に探るこ  

とができる（表2・1・2参照）。中国と韓国は表からも分かるように、ほとんどの品目が増加  

に転じている。 さきほどの日本の輸出相手上位国は変化しにくいということからは矛盾し  

ているようだが、この事例は例外である。それは、この両国が近年目覚しい経済成長を見  

せ、国内需要が大幅に伸びてきており、かつ、日本とは地理的にも非常に近く、輸出の伸  

びる要因が十分に備わっているからだ。また、中国・韓国に対する輸出上位10品目はいず  

れもハイテク財と呼べるもので、日本が比較優位をもつ分野であることもその傾向に拍車  

をかけているといえる。以上のように、mの締結以外の要因が日本の輸出に与える影響  

が大きいため、この地域のデータからmが日本に与える影響を考察することは敬遠する。   

最後に⑥グループに関してだが、北米はほかの2つのグループと比較して増加している  

品目に対して減少している品目が多く、さらにあまり変化していない品目が多いことであ  

る。減少している品目が多いことの理由は、その構成国がアメリカ・カナダ・メキシコで  

あることから、経済停滞による国内需要の低下など、FTA締結以外の外的要因によるも  

のではないとも考えられる。また、アメリカは日本の最大の貿易相手国であることや、メ  

キシコが近年FTAを盛んに結び、その影響力は大きくなってきていることから、次の節  

でこれらの国々に関して、より詳しく分析していくことにする。  

ルジデイブ（計6カ国）  

中南米・‥アルゼンチン・ウルグアイ・エルサルバドル・コスタリカ・チリ・ニカラグア・パナ  

マ・パラグアイ（計8カ国）  

北米・‥アメリカ・メキシコ・カナダ（計3カ国）  
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2．3 個別の事例から見た日本への影響   

前節では、全ての椚払が、日本にマイナスの影響を与えるというわけではないというこ  

とを、地域別の分析から明らかにした。これをうけて、本節では、実際にはどのような場  

合において、日本はマイナスの影響を被るのかということを考えるために、個別のmが  

日本にもたらした影響を検証する。   

他国のm締結が日本に与える影響を考えるためには、貿易が継続的に、さらに、ある  

程度大きな規模で行われている国を見るほうが考えやすい。そこで、日本の輸出相手国と  

して、上位に位置している国に注目した。日本の輸出相手国の上位は、過去10年間でほと  

んど変化しておらず〈表2せ1参照〉、これらの国が、mを結んだときの輸出額の推移  

を見ることで、日本に与える影響を考える。また、これに付随して、それらの国がmを  

結んだ相手国に対しても、どのような変化が見られるかについても、分析する。  

具体的に分析する国としては、日本からの輸出額第1位のアメリカ、輸出額第19位（2005  

年）でありアメリカやEUともFml＄を結んでいる、m先進国であるメキシコ14、さら  

に、個別の総輸出額は少ない国が多いが、日本への影響が如実に現れると考えられる、EU  

とmを結んだ国々について分析を行う。  

①アメリカ   

アメリカは、日本の輸出相手国第一位を、長年保ち続けており、アメリカが他国とm  
を結ぶことで、どのような影響が起こっているかを分析する。  

く表2－2－2参照〉   

アメリカ軋1994年の1月に、メキシコ・カナダとNAFTÅを結んでいる。（表2－2－2）  
からも見て取れるように、日本の対米輸出は、ほとんど変化しておらず、1994年以降、輸  

送用機械と一般機械の減少が見られるが、これは、（表2－2－3，2－2－4）からもわかるよ  

うに、1990年ごろから1996年にかけて、一貫した円高傾向にあり、このことから、日本  

製晶の対米輸出が減少したことが考えられるので、このことをNAFTA形成による日本へ  

の影響と考えることは難しい。   

〈図 2－2－3、図2－2－4参照〉   

NAm形成後に、日本の貿易額に対して顕著な影響が現れていないことの理由としては、  

締結国であるカナダとメキシコ軋日本と比べて比較優位を持つものが異なるということ  

が挙げられる。カナダは、豊富な資源をもち、そのことを活かした産業に特化しており、  

また、メキシコは、安価な労働力をもっているので、労働集約財に特化していると考えら  

れる。そのため、日本の対米輸出額上位10品目にあたるような財が、カナダやメキシコの  

輸出財と代替的でないために、あまり影響が起こらなかったと考えられる0そこで、次に、  

ほ厳密には、アメリカ・カナダ・メキシコで結んでいるNAFTAであるo  
14ちなみに、メキシコは1999年時点では20位であり、年毎にほぼ順位の変動はない0  
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2005年には、日本ともml亭を結んだメキシコについて、注目する。  

② メキシコ   

メキシコは、1981年に皿Ⅰ（ラテンアメリカ統合連合）18を、1994年にNAFTAを  

結び、1998年にニカラグアと、1999年にはチリとmを結んでいる。また、地域横断型  

のmも積極的に結ぶ傾向にあり、1973年にPでN17、1989年にはGSでP18を結び、さら  

に二国間では、加00年にEUとイスラエル、2001年にEmとそれぞれ自由貿易協定を  

結び、2005年4月には、日本ともFmを結んだ。   

このように、メキシコは以前から、多くの国とのmを結んでおり、m先進国ともい  

える。このメキシコとの貿易の推移は、〈表2－2－5〉のようになっている。   

〈表2－2－5参照〉  

1994年から、1995年にかけての動きを見ると、全ての品目の輸出額が減少している。前  

述の通り、1991年から1996年にかけて円高が進んでおり、その影響を受けてか1992年ご  

ろから減少傾向にはあることから、日本製品からアメリカ製品やカナダ製品に需要が移行  

するというような、いわゆる貿易転換効果がおきているかどうかということは、このグラ  

フからだけでは判断しがたい。このことを検証するために、日本の対メキシコ輸出額の上  

位を占める、電気機畢、輸送機器、一般機械、鉄鋼について注目し、日本の輸出額の推移、  

アメリカの輸出額の推移、カナダの輸出額の推移をHS分類で見て、さらに、メキシコの  

GDPの推移、メキシコの輸入額に占める日本の輸出額の割合（シェア）の推移を見た。   

〈表2－2－6、表2－2－7、表2－2－8、表2－2－9、表2－2－10参照〉   

まず、表2－2－6、表2－2－7、表2－2－8を見る際には、輸出額の単位に注目したい。  

アメリカの輸出額は、ほぼ、100億＄近い数字にあるのに対して、カナダは1億＄ほどであ  

り、また、円ドル為替レートを考慮しなければいけないものの、ほぼ1兆円前後で推移し  

ている。このことより、アメリカの推移は、金額ベースで見ると、他の2国に比べて非常  

に大きいものであること言える。そのことも考慮して、グラフを見ると、NAmが締結さ  

れた1994年から2003年まで、日本とカナダの輸出額は、多少増減はしているものの、大  

きく変化してはいない。一方で、アメリカの輸出額はどの品目においても、約2倍に増加  

していることがわかる。   

さらに、その間のメキシコのGDPは表2－2－9より約1．6倍に増えている。また、表2  

－2－10では、メキシコの輸入額に占める日本の輸出額の割合が、3分の1になっているこ  

とがわかる。   

これらのことより、メキシコの日本の輸出財に対する需要が、アメリカの輸出財に対す  

る需要にシフトしたというようなことが言える。  

15正確には、EPA（経済連携協定）  
18中南米1＄カ国による特恵協定  

1715カ国による特恵協定  
柑45カ国による特恵協定  
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このことは、日本と比較優位をもつ産業が似ている国がmを結ぶことは、日本に対す  

る影響が顕著に現れることを示しており、それは、2000年から2001年にかけてからも推  

察される。（表2－2－5参照）   

2000年は、メキシコがEtJとmを結んだ年である。このmが結ばれたことによっ  

て、ほとんどの品目において、減少していることがわかる。さらに2001年のEmとの締  

結により、貿易額の減少がより急激になっている。 一方で、輸送用機械が伸びている原因  

としては、現地進出日系メーカー柑に無関税枠が与えられているということが挙げられる。   

2005年に結ばれた、日本とメキシコのEPAに関しては、まだ結ばれた直後であり、デ  

ータが出揃っておらず、また、数年にかけて段階的な関税撤廃を行うためにその影響につ  

いては、今後の動向を見守る必要がある。   

このメキシコの貿易額推移のデータから言えることとしては、域外国である日本と同じ  

ようなものに比較優位を持つ国（アメリカやEtT）が他の国とmを結んだ際に、その日  

本への影響は顕著に現れるのではないか、ということである。   

次に、このことが他の場合でも当てはまるかどうかということを考えるために、EU と  

FTAを結んだ国の分析を行う。  

③ EUとmを結んだ国々   

EUは、現在、21カ国20とmを結んでいる。その中で、m締結前後の日本からの輸  

出がコンスタントに行われており、そのデータがある12カ国について、それぞれの貿易額  

にどのような影響があったかを調べた。  

〈表2－2－6参照〉   

〈表2－2－6〉 は、EUとmを結んだ国への日本の貿易額が、それぞれ品目ごとにど  

のような動きをしたかをまとめたものである。まず、注目すべきは、締結前後で前年比5％  

以上輸出額が上昇したものが38品目（33％）であるのに対して、前年比5％以上下がった  

品目は63品目（55％）であることである。このことは、EtJと他の国がmを結ぶこと  

で、日本にとってマイナスの影響があるという傾向を示しているものである。   

これらの国の多くは、日本の輸出額に占める割合は低く、貿易額の減少があったとして  

も、さほど表面上には現れない。しかし、日本の影響を考えると、これらの貿易額の減少  

は、日本にとってマイナスの影響をあたえる傾向があるということを示しており、このこ  

とから、日本と同じような産業に比較優位を持つと考えられる国が、他国とmを結んだ  

際には、輸出財が粗代替的であることが考えられ、そのため、貿易転換効果が大きく現れ  

るために、日本に対して与える影響は、マイナスのほうが大きいと言える。  

19日産、トヨタ、ホンダ（三菱もダイムラークライスラー社を通して、無関税輸出が可能であ  
る）  

20このうち、ルーマニアとブルガリアは、2007年1月にEUに加盟することが決まっている  
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2．4 まとめ   

今回は、域外国を日本に設定して、mが域外国に与える影響を、輸出額上位10品目の  

推移を見ながら述べてきた。当然、この輸出額の増減は、為替レートの変動や産業構造の  

変化、経済成長や政治的な要因などの様々な要因が存在し、FTAの影響だけに左右される  

ものではない。しかしながら、m締結前後の輸出額の動きを見て、その傾向を探ること  

で、mの影響について考えられることがいくつかあった。   

まず、全m締結国のデータから得られたこととしては、m締結は、すべての域外国  

に対して、著しく影響を与えるというわけではないということ。また、地域別にみて考え  

られることからもわかるように、貿易の構造や結びつきによって、違いが生じること。さ  

らには、貿易が継続的に、ある程度の規模で行われていないと、その影響を測ることは、  

難しいということがわかった。   

さらに、個別のmを見たことで、日本にとって、マイナスの影響を及ぼしているもの  

が存在するということ、さらに、その影響は、似たような比較優位を持っている国がm  

を結ぶことで、その結果が顕著にあらわれるということがわかった。   

輸出額が減少するということは、輸出単価が下がったか、数量が減少したかのどちらか  

である。つまり、輸出額が減少することで、域外国のその産業の、m締結国に対する貿  

易から得られる厚生は下がったと考えられる。今回のデータは、各国への輸出額上位10品  

目に限定して調べたものであり、これらの多くが減少するということは、貿易転換効果や  

交易条件効果が市場拡大効果を上回る傾向があるということを示すことの一助となると考  

える。   

何度も言うように、これはあくまで日本の例であり、また、m締結以外の要因も多々  

含まれると考えられるので、全ての国に対してその儀向があるとは断言はできないが、少  

なくとも、m形成によって、同じような産業に比較優位を持つ域外国にマイナスの影響  

を及ぼす傾向にあるということは言える。  

次章では、この結果をから考えられる、域外国に対する影響について述べる。  

第三章 m形成における域外国への影響と今後の課題   

前章で行った日本の事例の分析から得られた結論は、少なくとも他国間のFTA締結によ  

って、域外国に対してマイナスの影響を及ぼすことがありうるということである。これは、  

Ⅹemp－Ⅵlnek・Obyama・Ⅵhn定理の中で域外国の厚生を下げないようにするために求めら  

れていた、域外関税率の調整が一切行われていないことに原因があると考えられる。   

締結国によってマイナスの影響を受ける場合とあまり輸出額の減少が見られない場合の  

2通りの場合が見られたということの原因としては、もともと域外国の輸出財に対する関税  

率が低かったという場合や、またはm締結によって拡大する域内国間の貿易に占める域  

外国の輸出財の割合が低いというようなことが考えられる。   

もし、mの締結による域外国へのマイナスの影響が見られなければ、mの締結の増  

加の動きを、問題視する必要はない。しかしながら、Eemp・Ⅵlnek・Obyama・Ⅵ観n定理を満  
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たすことなく結ばれたmによって、マイナスの影響を被る域外国が存在しうる以上、そ  

の締結方法を考える必要がある。   

現在締結されているFでAのなかで、域外関税を下げることを考慮して結ばれたものは、  

存在しない。Fmが域外国にマイナスの影響を及ぼさないようにするためには、域外関税  

の引き下げを行うべきである。域外関税を引き下げることで、少なくとも域外国の厚生は  

上がり、m形成によるマイナスの影響を打ち消す要因となりうる。そのために、GATT  

第24条の改正等のm制度改正や適切な域外関税率の設定の方法、m形成における所  

得移転スキームの形成を考えることなどが、域外国へマイナスの影響を与えないような  

m形成に向けて必要であると考えられる。また、FTA締結の事後分析を、当該国だけで  

なく域外国も含めながら行っていくことで、上記の課題を解決する糸口をつかむことにな  

ると考える。  

おわりに   

この論文は、FTA形成における域外国への影響について、まず、現段階で確立されてい  

る重要な定理であるⅩemp・Ⅵln紘・Obyama・Ⅵ観n定理に関して述べ、域外国の厚生を減少  

させないmが実際に存在するということを示した。その上で、実際のmは、域外国  

にどのような影響を与えているのかということを見るために、日本を域外国に設定し、各  

国の輸出額の推移を、品目別にして考えた。   

その結果としては、全てのm形成が、日本にマイナスの影響を及ぼすとは言いがたい  

ものの、少なくともマイナスの影響を及ぼすmが存在するということは、示すことがで  

きた。それをうけて、第3章では日本の例から得られた結果から考えられる、m形成の  

域外国への影響について述べた。   

この論文を書くにあたって、最も頭を痛めた点は、「厚生をどのようにして測るか」とい  

うことである。理論的には確立されているEemp－Ⅵlnek・Ohyama・Ⅵ危n定理に則った再A  

の形成の試みがないことのひとつの理由として、このことが挙げられると考えられる。   

今回は、国別に輸出上位10品目を選びその増減を調べたが、その結果として、域外関税  

を一定のままにしたmが、確実に域外国の厚生を下げるということに言及するまでには  

至らなかった。   

輸出額の減少が、本当にmによる要因が含まれているのか、それとも他の要因なのか  

ということを考えるのは、容易なことではない。しかし、全世界のm締結国を見ること  

で、ある程度の傾向がみられるのではないかと考えた。結果としては、はっきりとしたも  

のを得られなかったが、少なくとも域外国に対してマイナスの影響を持つmが存在する  

ということが見つかったことは、収穫であった。   

第8章で述べたとおり、今後の課題として私事後分析を徹底し、適正な域外関税の引  

き下げ率の決定方法、実際に所得移転を行うために必要だと考えられる、厚生を測るよう  

な指標をつくることが必要である。  

94   



（表A）  

〈出所JETROホームページWTO／mコラムより作成〉  

（http：〝ⅣWW．jetro．go．jp佃iおworldhnternational／columnねdgO44．pdO（2006／11／23取得）  

輸出総額  

輸出元  （単位：100万ドル）   

NAFTA   1．4¢0，740   

米国   904，285   

日本   594，890   

EU25   3，984，4¢0   

某アジア   2，152，080   

アジアN陀S   粥9．印9   

ASEAN4   ヰ20，053   

中国   782，338   

AFTA   ¢70，328   

メルコスール   18¢．715   

APEC   4．671，245  

世界   10，394，100 

（表B）〈出所・JETRO貿易マトリクス2005年版より作成〉  
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（図1・1）  

1＋TA  

1＋T☆  

l
 
X
 
 

O
 
X
 
 

I
 
M
 
 

Mo   

〈遠藤（2005）を参考に作成〉  

（表2十1）地域別 輸出上位10品目の増減  

■増加  213     33     103     198    2＄     ¢2    印     ¢8¢   

■減少  

田微減 田不変  
◎微増  

■増加  

〈出所：財務省貿易統計から作成〉  
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（表2－1・2）アジア 輸出上位10品目の増減  

書減少  

四散減  

田不変  

訂微増  

■増加  

〈出所：財務省貿易統計から作成〉  

（表 2－2－1）  

日本の輸出相手国（上位10カ国）  

1的8年   1拍7年   1的8年   1！柑9年  2000年   

米国   米国   米国   米国  米国   

2   韓国   台湾   台   台廃  合湾   

3   台湾   香港   香港   中国  韓国   

4   香港   韓国   中国   韓国  中園   

5   中国   中国   ドイツ   香港  香港   

8  シンガポール   シンガポール   韓国   ドイツ   シンガポー？レ   

7   タイ   ドイツ   シンガポール  シンガポール   ドイツ   

8   ドイツ   タイ   英国   英国  英国   

9   マレーシア   マレーーシア   オランダ   オランダ  マレーシア   

英国   英国   タイ   タイ  タイ   

2005年   



4   台湾  台洛  台湾  台湾   台湾   

5   香港   香港  軍港  壷港 香港   

6   ドイツ   シンガポール   ドツ  タイ   タイ   

7  シンガポール  ドイツ  タイ  ドイツ   ドイツ   

8   英国  タイ  シンガポール シンガポール  シンガポール   

9   タイ  英国  英国  英国   英国   

10   オランダ  マレーシア  オランダ  オランダ   オランダ   

（注）ここでのシェアとは、日本の輸出総額に占める各国向け輸出金額の割合を示す。  

〈出所財務省「貿易統計」よりジェトロ日本経済情報課作成を転載〉  

（表 2－2－2）  

対アメリカ 貿易額上位10品目の推移  

－←705輸送用機番   

一－－701一般機械   

703電気機器   

¶躯811精密機器類   

一欄トー813その他の雑  

製品  

－→ト・・馴5金属製晶   

＋馴1鉄鋼   

－501元素及び化  
合物  

仙603ゴム製晶  

¢09非金属鉱物  

製品  

0
 
 
0
 
 

4
 
 
3
 
 
 

巴
華
中
 
 

♂㌔♂ぜぜぜぜぜぜぜ一  
年  

〈出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
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（表 2－2岬3）  

〈出所 日本銀行「金融市況」から作成〉  

（表2－2－4）  

〈出所 日本銀行より作成〉  
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（表2－2－5）  

対メ卑シコ 貿易額上位10品目の推移   

十501元素及び化  
合物  

一一－603ゴム製品   

骨川607織物用糸及  
び繊維製晶  

一鮨仙1‖1鉄鋼   

一弾一815金属製晶   

一一－701一般機械  

3500  

3000  

2500  

肛2000  

磐1500   

1000  

500  

0  

十703電気機器   

－705輸送用機器   

†ふ一811精密機器類  

813その他の雑  
製品  

く  

年  

〈出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
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（表2－2－6）  

く出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
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（表2－2－7）  

〈出所 アメリカ統計局より作成〉  
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（未熟十2「8）  

〈出所 カナダ統計局より作成〉  

（表2－2－9）  

メキシコのGDP  

900000   
800000   
700000  

暢800000  
匠500000  
宝400000  
【 300000   

200000   

100000  
0   

一◆－－GDP  

♂♂ぜぜ♂♂♂  

年   

〈出所 国際連合の統計より作成〉  
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（表2－2－10）  

〈出所 WTOの統計、JETROの統計より作成〉  

（表2－2－6）  

く出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
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